

































































































米国ペンシルバニア州ピッツバーグ市で第19回 Annual International Pittsburgh Coal
Conference が開催され、2018年までに石炭火力から排出される硫黄酸化物、窒素酸化物、

































































































































































小柴昌俊 博士 昭和26. 03 東京大学　理学部物理学科卒業
同 33. 03 同　原子核研究所助教授（同38. 11まで）
同 38. 11 同　理学部助教授（同45. 2まで）
同 42. 06 理学博士
同 45. 03 東京大学理学部教授（同62. 3まで）
同 62. 03 東京大学名誉教授
同 62. 08 東海大学教授（平成9. 3まで）
田中　耕一 氏 昭和58. 03 東北大学　工学部電気工学科卒業
同 58. 04 島津製作所　技術研究本部　中央研究所
同 61. 05 同　計測事業本部　第二科学計測事業部　技術部　第一技術課
平成04. 01 英KRATOS GROUP PLC.に出向
同 04. 12 島津製作所　分析事業本部　第一分析事業部　技術部
同 09. 04 英Shimadzu Research Laboratory（Europe）LTD.に出向
同 11. 12 英KRATOS GROUP PLC.に出向
同 14. 05 島津製作所　分析計測事業部　ライフサイエンスビジネスユニ
ット　ライフサイエンス研究所
科学技術トピックス














































































































































































































































































































用 語 説 明
①日本工業規格（JIS）等の公に認められた測定に関する規定。







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































設　　立 1999年4月 2001年4月 2002年4月




























































































































































科 学 （ Science in personal
and social perspectives）
⑧科学の歴史と本質（History



































































段階がKey Stage 1（5～ 7歳）、




























































































Key stage 1（5歳～7歳） Key stage 2（7歳～11歳） Key stage 3（11歳～14歳） Key stage 4（14歳～16歳）※
ライフ・プロセス ライフ・プロセス
細胞と細胞の機能 細胞の活動




緑色植物 緑色植物 生物としての緑色植物 生物としての緑色植物
（成長と栄養作用／生殖） （栄養作用と成長／内呼吸） （栄養作用／ホルモン／
物質輸送と水の関係）
変異と分類 変異と分類 変異、分類、遺伝 変異、遺伝、進化
（変異／分類／遺伝） （変異／遺伝／進化）








※Key stage4 にはsingle sciecneとdouble scienceがあり、大多数の生徒がdouble scienceを選択する。上記はdouble scienceのプログラム。
（文献5）および「The National Curriculum for England」より作成）
生命科学の研究人材の育成および教育の在り方

































































































































































































































































固体酸化物形 溶融炭酸塩形 リン酸形 固体高分子形
（SOFC） （MCFC） （PAFC） （PEFC）
電 解 質 安定化ジルコニア 炭酸塩 りん酸 イオン交換膜
燃　　料 水素、 水素、
水素 水素（反応物質） 一酸化炭素 一酸化炭素
作動温度 900～1,000℃ 650～700℃ 200℃ 70～90℃
発電効率
45～55％ 45～50％ 40～45％ 35～40％（HHV）
高発電効率 高発電効率 実用化に近い 低温作動可能
特　　徴 内部改質可能 内部改質可能 起動・停止が 高エネルギー密度
困難 起動・停止が
比較的容易
開発状況 実証段階 実証段階 商品化段階 実用化間近
集中大規模発電、 集中大規模発電、 分散電源、コジ 自動車、家庭用







現在～2004年 基盤整備・ － －
技術実証段階
2005年～2010年 導入段階 約5万台 約210万kW













































































































利用 接触改質 LPG・ナフサ 熱 実用化レベル









非化石資源 熱化学分解 水 原子力、太陽熱 実証レベル
利用
バイオマス転換 バイオマス 熱、微生物等 実証レベル
光分解 水 太陽光 基礎研究レベル
図表４　水素製造法の分類
化石資源を用いない水素製造技術　―持続可能な水素エネルギーシステムへの鍵―





































































































































































































































































































































ブンゼン反応 2H2O＋xI2＋SO2＝2HIX + H2SO4 室温～100℃
ヨウ化水素分解反応 2HI＝H2＋I2 400℃
































































































る。特に LaT iO 2N，Ta 3N 5，








































































































































































10）Intergovernmental Panel on Cli-
mate Change （IPCC）, Working
Group III, Climate Change 2001:
Mitigation, Section3.4.4.4（2001）, 
11）C. Thomas et al., SAE Technical
Paper 982496（1998）













"As many of you know, our
Administration has identified
hydrogen as being a potential
source of unlimited and clean
energy. （ 中略） But this is a
vision that will take several
decades to implement. And one
of the challenges will be to clean-
ly and efficiently produce hydro-
gen. What is exciting about
nuclear energy is that it promis-














20）K. Honda and K. Fujishima,
Nature, 238, 37（1972）
21）Z. Zou et al., Nature, 414, 625
（2001）
22）K. Sayama, K. Mukasa, R. Abe, Y.
Abe, H. Arakawa, Chem. Com-
mun., 2416（2001）
23）A. Kudo and H. Kato, Chem.

























































































































































































































































































































































































































































































銅 350万 59.8万 66
ア　ル　ミ 230万 166.2万 54
亜　　　鉛 100万 36.4万 20
鉛 30万 27.7万 66
























































































































































ウトプットの一つが M L C A
（Materials LCA）の提案である。








































































































































































































































05）K. Halada, A First Materials
Forum on Future Sustainable
Technologies, September 17-20,









08）H. Kakisawa et al., Materials
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